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(54) 発明の名称 ：制動装置及び車両

(57) Abstract: Disclosed i s a braking device w c can
[ 図5] effectively suppress the leaning o f a vehicle body during

braking. The disclosed braking device i s a drive device
which imparts braking force on a first tyre and a second
tyre which are arranged i n a vehicle body so as to b e rotat-
able, and comprises: a master cylinder provided with a
first hydraulic chamber and a second hydraulic chamber
for supplying hydraulic pressure; a piston which imparts
external force on the first hydraulic chamber and the sec
ond hydraulic chamber; a first hydraulic braking unit
which causes bra ing force to act on the first tyre on the
basis o f the hydraulic pressure supplied from the first h y
draulic chamber; and a second hydraulic braking unit
which causes braking force t o act on the second tyre on
the basis o f the hydraulic pressure supplied from the sec
ond hydraulic chamber. I n the master cylinder, when the
piston stroke volume i s high, the difference in the ratio o f

2 12 the pressure o f the second hydraulic chamber and the

第 1室液圧 pressure of the first hydraulic chamber i s greater than the
difference in the ratio o f the pressures when the pistonBB
stroke volume i s low.

AA SECOND HYDRAULIC CHAMBER (57) 要約： 本発 明 は、制 動時の車体の偏 向を
BB FIRST HYDRAULIC CHAMBER 効 果 的 に抑制 す る ことが で きる制 動装置 を提

供す る ことを 目的 とす る。 本発 明の制 動装
置 は、車体 に回転 自在 に配置 され た第 1 タイ
ャ と第 2 タイヤ に制 動 力 を付 与す る駆 動装置

であって、液圧 を供給す る第 1 液圧室 と第 2 液圧室 とを備 えたマスタシ リンダと、第 1 液圧室 と第 2 液
圧室 とに外 力を付与す る ビス トンと、第 1 液圧室か ら供給 され た液圧 に基づいて第 1 タイヤに制動 力を
作用 させ る第 1 油圧制動部 と、第 2 液圧室か ら供給 された液圧 に基づいて第 2 タイャに制動力を作用 さ
せ る第 2 油圧制動部 と、を有す る。マス タシ リンダは、 ピス トンのス トロー ク量が大 き くなると、第 2
液圧室の圧 力と第 1 液圧室の圧 力 との比の差が、 ビス トンのス トロ一 ク量が小 さい場合の圧 力の比の差
よ りも大 き くなる。
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明 細 書

発明の名称 ：制動装置及び車両

技術分野

[0001 ] 本発明は、減速時に制動力を作用させる制動装置及び車両に関する。

背景技術
[0002] 自動車等の車両には、走行中に減速、停止するために、ブレーキ等の制動

装置が設けられている。制動装置は、回転するタイヤや、車軸、駆動機構に

回転を抑制する方向に負荷を加えることで、車両を減速させ、停止させる。

[0003] ここで、制動装置の制動力を制御する装置としては、例えば、特許文献 1

に、車輛のロール剛性を変更するロール剛性可変手段と、車輪に制駆動力を

付与する制駆動力付与手段とを有する車輛用操舵制御装置に於いて、車輛の

口一ル方向によつて車輛の口一ル剛性が異なる固着異常が前記口一ル剛性可

変手段に発生 しているときには、車輛の口一ル方向に対する車輛の口一ル剛

性のずれ量に基づいて車輛に作用する余分なョ一モ一メン 卜に対抗するに必

要なョ一モ一メン 卜を演算 し、前記必要なョ一モ一メン 卜を車輛に付与する

よう左右輪の制駆動力差を制御する制御手段を有することを特徴とする車輛

の走行制御装置が記載されている。特許文献 1 に記載の装置は、必要に応 じ

て、左右輪の制動力を調整することで、直進走行性を向上させることができ

る。また、制動力を調整する装置としては、 A B S (Ant i - Lock Brake Sys

tern) 制御や、 V C S (Veh i c l e Cont r o l System) 制御もある。

先行技術文献

特許文献
[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 7 _ 1 6 8 6 9 4 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] ここで、車両は、制動時に偏向することがある。つまり、ブレーキをかけ

ると、一方向に曲がりながら止まる挙動を示す場合がある。このような場合



も、特許文献 1 に記載の装置や、 A B S 制御や、 V C S 制御により制動力を

制御することで、車両の偏向を抑制することができる。

[0006] しかしながら、特許文献 1 に記載の制御装置は、検出値に基づいて制御を

行うため、制御開始前は、左右の車輪に同じ制動力がかかる。ここで、左右

車輪と重心位置との距離が、左右で異なる距離となる。そのため、左右の車

輪に同じ制動力がかかると回転モーメントが発生 し、車体の偏向が発生する

[0007] 本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、制動時の車体の偏向を効

果的に抑制することができる制動装置及び車両を提供することを目的とする

課題を解決するための手段

[0008] 上述 した課題を解決 し、目的を達成するために、本発明は、車体に回転自

在に配置された第 1 タイヤと第 2 タイヤに制動力を付与する駆動装置であつ

て、液圧を供給する第 1液圧室と第 2 液圧室とを備えたマスタシリンダと、

前記第 1液圧室と前記第 2 液圧室とに外力を付与するピス トンと、前記第 1

液圧室から供給された液圧に基づいて第 1 タイヤに制動力を作用させる第 1

油圧制動部と、前記第 2 液圧室から供給された液圧に基づいて第 2 タイヤに

制動力を作用させる第 2 油圧制動部と、を有 し、前記マスタシリンダは、前

記ピス トンのス 卜ローク量が大きくなると、前記第 1液圧室の圧力と前記第

2 液圧室の圧力との比の差が、前記ビス トンのス 卜ローク量が小さい場合の

圧力の比の差よりも大きくなることを特徴とする。

[0009] また、前記マスタシリンダは、前記ピス トンのス トローク量が設定された

値よりも小さい状態では、前記第 1液圧室の圧力と前記第 2 液圧室の圧力が

同じ圧力となることが好ましい。

[001 0] また、前記マスタシリンダは、前記ピス トンから外力が付与されると、前

記第 1液圧室の圧力と前記第 2 液圧室との圧力が異なる圧力となることが好

ましい。

[001 1] また、前記マスタシリンダは、前記第 1液圧室及び前記第 2 液圧室の少な



くとも一方に、非線形のパネ特性を備えるリターンスプリング、または、多

段パネを有することが好ましい。

[001 2] また、前記マスタシリンダは、前記 ピス トンの移動に対 して前記第 1 液圧

室内で発生する摺動抵抗と、前記 ピス トンの移動に対 して前記第 2 液圧室内

で発生する摺動抵抗とが、前記 ピス トンのス ト口一ク量によって変化するこ

とが好ましい。

[001 3] また、前記マスタシリンダは、前記第 1 液圧室が前記第 2 液圧室よりも前

記 ビス 卜ンから外力の入力側の端部により近い側に配置され、前記第 2 液圧

室は、前記 ピス トンのス トローク量が大きくなると、液圧室の体積が減少 し

にくくなる抵抗要素が設けられていることが好ましい。

[0014] 上述 した課題を解決 し、目的を達成するために、本発明は、車体と、前記

車体に制動力を作用させる制動装置と、を有 し、前記制動装置は、運転手が

乗車 した状態で、前記車体の進行方向に直交する方向において、重心に近い

側の制動力が、重心に遠い側の制動力よりも大きくなる設定であり、前記制

動装置は、前記制動力が大きくなると、重心に近い側の制動力と重心に遠い

側の制動力との比の差が、前記制動力が小さい場合の重心に近い側の制動力

と重心に遠い側の制動力との比の差よりも大きくなることを特徴とする。

[001 5] ここで、前記車体の重心に近い側に回転自在に配置された第 1 タイヤと、

前記車体の重心に遠い側に回転自在に配置された第 2 タイヤとをさらに有 し

、前記制動装置は、液圧を供給する第 1 液圧室と第 2 液圧室とを備えたマス

タシリンダと、前記第 1 液圧室から供給された液圧に基づいて第 1 タイヤに

制動力を作用させる第 1 油圧制動部と、前記第 2 液圧室から供給された液圧

に基づいて第 2 タイヤに制動力を作用させる第 2 油圧制動部と、を有 し、前

記制動力が大きくなると、前記第 1 液圧室の圧力が前記第 2 液圧室の圧力よ

りも高 くなるように構成されていることを特徴とする。

[001 6] また、前記マスタシリンダは、前記第 1 液圧室を構成する第 1 ピス トン及

び第 1 シリンダと、前記第 1 ピス トンを支持する第 1 スプリングと、前記第

2 液圧室を構成する第 2 ピス トン及び第 2 シリンダと、前記第 2 ピス トンを



支持する第 2 スプリングとを有 し、前記第 1 スプリング及び前記第 2 スプリ

ングの少なくとも一方が非線形のパネ特性を有 し、前記制動力が大きくなる

と、前記第 2 スプリングが前記第 1 スプリングよりもノく' ネ定数が大きくなる

ことが好ましい。

[001 7] また、前記第 1 タイヤ及び前記第 2 タイヤは、前記車体の進行方向におい

て、前方にあることが好ましい。

発明の効果

[001 8] 本発明にかかる制動装置及び車両は、制動時の車体の偏向を効果的に抑制

することができるという効果を奏する。

図面の簡単な説明

[001 9] [ 図1] 図 1 は、制動装置を有する車両の概略構成を示す模式図である。

[ 図2] 図 2 は、制動装置のマスタシリンダの概略構成を示す模式図である。

[ 図3] 図 3 は、制動時に車体に作用する力を説明するための説明図である。

[ 図4 ] 図 4 は、第 2 スプリングの荷重とス 卜ロークとの関係の一例を示すダラ

フである。

[ 図5] 図 5 は、第 1 室液圧と第 2 室液圧との関係の一例を示すグラフである。

[ 図6] 図 6 は、第 1 室液圧と第 2 室液圧との関係の他の例を示すグラフである

[ 図7] 図 7 は、制動装置の使用頻度と制動力との関係の一例を示すグラフであ

る。

[ 図8] 図 8 は、制動装置のマスタシリンダの概略構成の他の例を示す模式図で

ある。

[ 図9] 図 9 は、制動装置のマスタシリンダの概略構成の他の例を示す模式図で

ある。

[ 図10] 図 1 0 は、制動装置のマスタシリンダの概略構成の他の例を示す模式

図である。

発明を実施するための形態

[0020] 以下、本発明につき図面を参照 しつつ詳細に説明する。なお、下記の発明



を実施するための形態 （以下、実施形態という）により本発明が限定される

ものではない。また、下記実施形態における構成要素には、当業者が容易に

想定できるもの、実質的に同一のもの、いわゆる均等の範囲のものが含まれ

る。さらに、下記実施形態で開示 した構成要素は適宜組み合わせることが可

能である。以下に、本発明にかかる車両の実施形態を図面に基づいて詳細に

説明する。なお、この実施形態によりこの発明が限定されるものではない。

[0021 ] [ 実施形態]

図 1 は、制動装置を有する車両の概略構成を示す模式図である。図 1 に示

すように車両 1 0 は、車体 1 1 と、左フロン トタイヤ 1 2 と、右フロン トタ

ィャ 1 4 と、左 リャタイヤ 1 6 と、右 リャタイヤ 1 8 と、制動装置 2 0 と、

を有する。なお、図示は省略 したが、車両 1 0 は、上記構成以外にも、駆動

源、動力伝達部、操作部、座席等、車両として必要な各種構成を備えている

[0022] 車体 1 1 は、車両 1 0 の筐体、いわゆるボディ一である。車体 1 1 の内部

には、駆動源、動力伝達部、操作部、座席等が設けられている。

[0023] 左フロン トタイヤ 1 2 と、右フロン トタイヤ 1 4 と、左 リャタイヤ 1 6 と

、右 リャタイヤ 1 8 は、車体 1 1 の四方に配置され、路面に接地 している。

左フロン トタイヤ 1 2 と、右フロン トタイヤ 1 4 と、左 リャタイヤ 1 6 と、

右 リャタイヤ 1 8 は、駆動源及び動力伝達部により回転されることで、駆動

力を路面に伝え、車体 1 1 を路面に対 して移動させる。

[0024] 制動装置 2 0 は、運転者が操作するブレーキペダル 2 1 と、プレーキぺダ

ル 2 に入力されたペダル踏力を倍化させる制動倍力装置 （プレーキプ一ス

タ） 2 2 と、この制動倍力装置 2 2 により倍化されたペダル踏力をブレーキ

液の液圧 （油圧）へと変換するマスタシリンダ2 3 と、マスタシリンダ2 3

から供給される油圧を流通させる第 1油圧配管 2 4 及び第 2 油圧配管 2 6 と

、各タイヤに対応 して配置されており、第 1油圧配管 2 4 及び第 2 油圧配管

2 6 から供給される油圧により制動力を発生させる油圧制動部 2 8 , f 2 8

f 、 2 8 l r、 2 8 r r と、を有する。なお、第 1油圧配管 2 4 は、油圧制動部 2



8 r f 及び油圧制動部 2 8 r と接続 されている。 また第 2 油圧配管 2 6 は、油

圧制動部 2 8 , f 及び油圧制動部 2 8 r r と接続 されている。

[0025] ここで、油圧制動部 2 8 l f は、左 フロン トタイヤ 1 2 に制動力を付与 し、

油圧制動部 2 8 r f は、右 フロン トタイヤ 1 4 に制動力を付与 し、油圧制動部

2 8 l r は、左 リャタイヤ 1 6 に制動力を付与 し、油圧制動部 2 8 〃は、右 リ

ャタイヤ 1 8 に制動力を付与する。油圧制動部 2 8 l f は、第 2 油圧配管 2 6

を介 してマスタシ リンダ 2 3 か ら油圧が供給 されるホイ一ルシ リンダ 3 0 , f

と、車輪 （左 フ ロ ン トタイヤ 1 2 ) とともに回転するプ レーキロ一タ 3 2 , f

と、回転 しないように車体 1 1 に支持 され、ホイ一ルシ リンダ 3 0 , f によ り

位置が変化 され制動時にプ レーキロ一タ 3 2 ！f と接触するブ レーキパ ッ ド3

4 け と、 を有する。油圧制動部 2 8 l f は、以上のような構成であ り、マスタ

シ リンダ 2 3 か らよ り高い油圧 （制動時の油圧）が供給 されると、ホイール

シ リンダ 3 0 , f がプ レーキパ ッ ド3 4 ！f をプ レーキロ一タ 3 2 ！f に押 し付 け

る方向に移動 させる。 これによ り、 ブ レーキパ ッ ド3 4 , f とプ レーキロ一タ

3 2 , f が接触 し、 プ レーキロ一タ 3 2 ！f に対 して回転が停止する方向の力を

付与する。油圧制動部 2 8 l f は、 このように して、マスタシ リンダ 2 3 か ら

供給 される油圧 によ り、制動力を対向 して配置 されたタイヤに付与する。

[0026] 次 に、油圧制動部 2 8 r f 、 2 8 l r、 2 8 r r は、配置位置 （対応 して配置 さ

れるタイヤ）が異なるのみで、基本的に油圧制動部 2 8 ！f と同様の構成であ

る。油圧制動部 2 8 r f は、第 1油圧配管 2 4 か ら供給 される油圧 によ りホイ

—ルシ リンダ 3 0 r f の位置が変動 され、制動時は、第 1油圧配管 2 4 か ら、

ホイ一ルシ リンダ 3 0 f に高い油圧が供給 され、 プ レーキパ ッ ド3 4 r f とプ

レーキロータ 3 2 r f とを接触 させることで、右 フロン トタイヤ 1 4 に制動力

を付与する。油圧制動部 2 8 , r は、第 1油圧配管 2 4 か ら供給 される油圧 に

よ りホイ一ルシ リンダ 3 0 , 「の位置が変動 され、制動時は、第 1油圧配管 2

4 か ら、ホイ一ルシ リンダ 3 0 , r に高い油圧が供給 され、 プ レーキパ ッ ド3

4 , r とプ レーキロ一タ 3 2 , r とを接触 させることで、左 リャタイヤ 1 6 に制

動力を付与する。油圧制動部 2 8 〃は、第 2 油圧配管 2 6 か ら供給 される油



圧によりホイールシリンダ3 0 r rの位置が変動され、制動時は、第 2 油圧配

管 2 6 から、ホイ一ルシリンダ3 0 r r に高い油圧が供給され、プレーキパッ

ド3 4 r r とプレーキロ一タ3 2 r r とを接触させることで、右 リャタイヤ 1 8

に制動力を付与する。

[0027] 次に、図 2 を用いてマスタシリンダ2 3 について説明する。ここで、図 2

は、制動装置のマスタシリンダの概略構成を示す模式図である。図 2 に示す

ようにマスタシリンダ2 3 は、シリンダ 1 1 2 、入力ピス トン 1 1 3 と、加

圧ピス トン 1 1 5 と、第 1 スプリング 1 3 8 と、第 2 スプリング 1 3 9 と、

リザ一バタンク 1 4 6 とを有する。

[0028] シリンダ 1 1 2 は、基端部が開口して先端部が閉塞 した円筒形状をな し、

内部に入力ピス トン 1 1 3 と加圧ピス トン 1 1 5 が同軸上に配置されて軸方

向に沿って移動自在に支持されている。

[0029] 入力ピス トン 1 1 3 は、外周面がシリンダ 1 1 2 の円筒形状をなす内周面

に移動自在に支持されている。入力ピス トン 1 1 3 は、基端部 （シリンダ 1

1 2 の基端部側）に制動倍力装置 2 2 (図 1参照）が連結されている。また

、入力ピス トン 1 1 3 は、先端側に、外周面がシリンダ 1 1 2 と接する円筒

部と、円筒部の内部に配置された第 1 ピス トン 1 2 0 が配置されている。第

1 ピス トン 1 2 0 は、先端に他の部分よりも径が大きい円板が設けられてい

る。つまり、第 1 ピス トン 1 2 0 は、棒状の部材の一方の端部が入力ビス 卜

ン 1 1 3 の基端部に連結され、他方の端部に円板が設けられた形状である。

[0030] 加圧 ピス トン 1 1 5 は、シリンダ 1 1 2 内にて、入力ピス トン 1 1 3 の先

端部側に配置されており、外周面がシリンダ 1 1 2 の内周面に移動自在に支

持されている。この加圧ピス トン 1 1 5 は、入力ピス トン 1 1 3 側に、第 1

シリンダ 1 2 2 が設けられている。第 1 シリンダ 1 2 2 は、円筒状の部材で

あり、第 1 ピス トン 1 2 0 の先端部、つまり円板が挿入されている。また、

第 1 シリンダ 1 2 2 は、円筒の内径が第 1 ピス トン 1 2 0 の円板と略同一径

であり、また、入力ピス トン 1 1 3 側の端部が、他の部分よりも径が小さく

なっている。つまり、第 1 シリンダ 1 2 2 は、第 1 ピス トン 1 2 0 の先端部



が、抜 けない形状 となっている。 このように、第 1 シ リンダ 1 2 2 の基端側

の領域 と第 1 ピス トン 1 2 0 とで形成 された空間が第 1 室 （第 1 液圧室）

となる。なお、第 1 室 R ，の軸 に直交する方向の面積、つまり、第 1 シ リンダ

1 2 2 の開口面積は、開口面積 A ，となる。 また、第 1 室 R ，は、図示 しない

配管 を介 して第 1 油圧配管 2 4 と接続 している。

[0031 ] 次 に、加圧 ピス トン 1 1 5 の先端側の形状は、入力 ピス トン 1 1 3 の先端

部側 と略同一形状であ り、外周面がシ リンダ 1 1 2 と接する円筒部 と、円筒

部の内部 に配置された第 2 ピス トン 1 2 4 が配置されている。第 2 ピス トン

1 2 4 も、先端 に他の部分よりも径が大 きい円板が設けられている。

[0032] 次 に、シ リンダ 1 1 2 の円筒形状の内部の基端部、つまり、加圧 ピス トン

5 に向かい合 う部分には、第 2 シ リンダ 1 2 6 が設けられている。第 2

シ リンダ 1 2 6 は、円筒状の部材であ り、第 2 ピス トン 1 2 4 の先端部、つ

まり円板が挿入されている。なお、第 2 シ リンダ 1 2 6 は、シ リンダ 1 1 2

に固定されている。 また、第 2 シ リンダ 1 2 6 も、円筒の内径が第 2 ピス ト

ン 1 2 4 の円板 と略同一径であ り、 また、加圧 ピス トン 1 1 5 側の端部が、

他の部分よりも径が小さ くなつている。つまり、第 2 シ リンダ 1 2 6 は、第

2 ピス トン 1 2 4 の先端部が、抜 けない形状 となっている。 このように、第

2 シ リンダ 1 2 6 の基端側の領域 と第 2 ピス トン 1 2 4 とで形成 された空間

が第 2 室 （第 2 液圧室） R 2 となる。なお、第 2 室 R 2の軸 に直交する方向の

面積、つまり、第 2 シ リンダ 1 2 6 の開口の面積は、 A 2 となる。なお、本実

施形態では、開口面積 A 2 は、開口面積 A ，と同一面積 となる。 また、第 2 室

R 2 は、図示 しない配管 を介 して第 2 油圧配管 2 6 と接続 している。

[0033] 第 1 スプ リング 1 3 8 は、入力 ピス トン 1 1 3 と加圧 ピス トン 1 1 5 との

間に配置されている。具体的には、入力 ピス トン 1 1 3 の円筒部の内周 と、

加圧 ビス トン 1 1 5 の第 1 シ リンダ 1 2 2 の外周に配置されている。第 1 ス

プ リング 1 3 8 は、 リターンスプ リングであ り、軸方向において、入力 ビス

トン 1 1 3 と加圧 ピス トン 1 1 5 が離れる方向に付勢力を付与する。なお、

第 1 スプ リング 1 3 8 は、非線形のパネ特性 を有するパネである。第 1 スプ



リング 1 3 8 のバネ特性については、後述する。

[0034] 第 2 スプリング 1 3 9 は、加圧ピス トン 1 1 5 とシリンダ 1 1 2 の基端部

との間に配置されている。具体的には、加圧ピス トン 1 1 5 の円筒部の内周

と、シリンダ 1 1 2 の第 2 シリンダ 1 2 6 の外周に配置されている。第 2 ス

プリング 1 3 9 も、 リターンスプリングであり、軸方向において、加圧ビス

トン 1 1 5 とシリンダ 1 1 2 の基端部とが離れる方向に付勢力を付与する。

[0035] リザ一バタンク 1 4 6 は、作動油を貯留するタンクである。また、シリン

ダ 1 1 2 には、 リリーフ配管 1 5 5 と、 リリーフ配管 1 5 9 とが形成されて

いる。 リリーフ配管 1 5 5 は、入力ピス トン 1 1 3 と加圧ビス トン 1 1 5 と

の間の空間 （第 1 スプリング 1 3 8 が配置されている空間）と、 リザ一バタ

ンク 1 4 6 とを連結させている。また、 リリーフ配管 1 5 9 は、加圧ピス ト

ン 1 1 5 とシリンダ 1 1 2 との間の空間 （第 2 スプリング 1 3 9 が配置され

ている空間）と、 リザ一バタンク 1 4 6 とを連結させている。これにより、

シリンダ 1 1 2 の内部の 2 つの空間には作動油が供給される。

[0036] また、入力ピス トン 1 1 3 とシリンダ 1 1 2 との接触部には、軸方向にお

いて、 リリーフ配管 1 5 5 が作動油を上述 した空間に供給する部分を挟むよ

うに、 2 つのシ一ル部材 1 6 3 が配置されている。シ一ル部材 1 6 3 は、入

力ピス トン 1 1 3 とシリンダ 1 1 2 との間から作動油が漏れることを抑制す

る。加圧ピス トン 1 1 5 とシリンダ 1 1 2 との接触部には、軸方向において

、 リリーフ配管 1 5 9 が作動油を上述 した空間に供給する部分を挟むように

、 2 つのシ一ル部材 1 6 2 が配置されている。シ一ル部材 1 6 2 は、加圧ピ

ス トン 1 1 5 とシリンダ 1 1 2 との間から作動油が漏れることを抑制する。

[0037] マスタシリンダ2 3 は、以上のような構成であり、乗員がブレーキペダル

2 1 を踏むと、その操作力 （踏力）が制動倍力装置 2 2 に伝達され、操作力

が倍力されてマスタシリンダ2 3 に伝達される。マスタシリンダ2 3 では、

入力ピス トン 1 1 3 が第 1 スプリング 1 3 8 の付勢力に杭 して前進すると、

第 1室 が加圧される。すると、第 1室 の油圧が第 1油圧配管 2 4 に吐

出される。



[0038] また、入力 ピス トン 1 1 3 が前進すると、入力 ピス トン 1 1 3 は、第 1 ス

プ リング 1 3 8 及び第 1 室 R ，を介 して加圧 ピス トン 1 1 5 を押圧 し、加圧 ピ

ス トン 1 1 5 が第 2 スプ リング 1 3 9 の付勢力に杭 して前進する。すると、

第 2 室 R 2が加圧され、第 2 室 R 2の油圧が第 2 油圧配管 2 6 に吐出される。

[0039] 車両 1 0 は、以上のような構成であ り、乗員がブレーキペダル 2 を踏む

とマスタシ リンダ 2 3 か ら第 1 油圧配管 2 4 及び第 2 油圧配管 2 6 に油圧が

吐出される。 これにより、マスタシ リンダ 2 3 の第 1 室 R ，か ら吐出された油

圧は、第 1 油圧配管 2 4 を介 して、油圧制動部 2 8 r f と油圧制動部 2 8 ！r に

供給 される。マスタシ リンダ 2 3 の第 2 室 R 2か ら吐出された油圧は、第 2 油

圧配管 2 6 を介 して、油圧制動部 2 8 ！f と油圧制動部 2 8 r r に供給 される。

このようにマスタシ リンダ 2 3 か ら各油圧制動部 に油圧が吐出されることで

、各油圧制動部のプレーキロ一タにプレーキパ ッ ドが接触 し、 タイヤに制動

力を付与する。 これにより、車両 1 0 は、減速され、停止される。

[0040] このように、車両 1 0 は、制動装置 2 0 により各タイヤに制動力が付与さ

れる。つまり、図 3 に示すように、左 フロン トタイヤ 1 2 には油圧制動部 2

8 l f により制動力 F x l f が付与され、右 フロン トタイヤ 1 4 には油圧制動

部 2 8 r f により制動力 F X r f が付与され、左 リャタイヤ 1 6 には油圧制動

部 2 8 ！r により制動力 F X I r が付与され、右 リャタイヤ 1 8 には油圧制動

部 2 8 により制動力 F x r r が付与される。 ここで、図 3 は、制動時に車

体に作用する力を説明するための説明図である。なお、制動時は、前輪 によ

り大 きい制動力が付与される。つまり、制動力 F x l f と制動力 F x r f の

方が、制動力 F x I r と制動力 F x r r よ りも大 きい力 となる。 ここで、制

動力 F は、 ブレーキパ ッ ドの受圧面積、 口一タ径 （プレーキロ一夕の径）、

摩擦係数 （ブレーキパ ッ ドとプレーキロ一夕の摩擦係数、 、油圧の大 き

さ、 タイヤ径 に基づいて算出することができる。具体的には、 F = ( ( プ レ

—キパ ッ ドの受圧面積） X ( ロータ径） X (摩擦係数） X (油圧） X 2 ) /

( タイヤ径）で算出することができる。

[0041 ] 車両 1 0 は、図 3 に示すように、運転手 （ドライバ）が乗車 した状態で、



走行方向に直交する方向において、重心 g は、中心 （中央）よりも、右側 （

右タイヤ側）にずれた位置となる。このため、走行方向に直交する方向にお

ける、左側のタイヤ （左フロン トタイヤ 1 2 と左 リャタイヤ 1 6 ) と重心 g

との距離は L w l となり、右側のタイヤ （右フロン トタイヤ 1 4 と右 リャタ

ィャ 1 8 ) と重心 g との距離は L w r となる。ここで、距離 L w l と距離 L

w r との関係は、 L w r < L w l となる。

[0042] ここで、図 3 に示すように、重心 g が中心にない車両 1 0 、つまり、一方

向にずれている車両 1 0 が、ブレーキをかけると、回転モーメン トM z が発

生する。ここで、回転モーメン トM z は、M z = ( F x l f + F x l r ) X

L w l — ( F x r f + F x r r ) X L w となる。ここで、 （F x I f + F

x I r ) = ( F x r f + F x r r ) となるため、距離が長い （F x I f + F

x I r ) X L w I の成分がより大きくなり、モーメン トが発生する。なお、

重心 g のずれの距離が大きくなるほど発生するモ一メン 卜は大きくなる。こ

のようにモーメン トが発生するのに対 して、第 1室 R ，で発生する液圧と、第

2 室 R 2で発生する液圧とが、略同一の圧力となる液圧をマスタシリンダ2 3

から出力させると、 （F X I f + F X I r ) と、 （F x r f + F x r r ) と

が同 じ値となるため、重心 g が中心からずれている分、制動力が不均一とな

る。そのため、回転モーメン トM z が発生するし、車両 1 0 が偏向 して しま

う。つまり曲がって しまう。

[0043] これに対 して、本実施形態の車両 1 0 は、制動時に、第 1室 で発生させ

る液圧と、第 2 室 R 2で発生させる液圧とを異なる液圧とすることで、回転モ

—メン 卜M z の発生を抑制 し、制動時に車両 1 0 が偏向することを抑制する

。以下、図4 から図 7 を用いて、車両 1 0 の制動装置 2 0 について、説明す

る。

[0044] まず、図4 を用いて、第 2 スプリング 1 3 9 について説明する。ここで、

図4 は、第 2 スプリングの荷重とス 卜ロークとの関係の一例を示すグラフで

ある。なお、図4 に示すグラフは、横軸をス トロークとし、縦軸を荷重とし

た。また、ス トロークとは、第 2 スプリング 1 3 9 の縮み量である。また、



図4 には、比較のため、第 2 スプリング 1 3 9 の荷重とス トロークとの関係

に加え、第 1 スプリング 1 3 8 と同 じパネ特性を示す線分 2 0 0 と、第 1 ス

プリング 1 3 8 よりも変形 しに くし、 （縮みにくし、）パネ特性を示す線分 2 0

2 もあわせて示す。

[0045] 第 2 スプリング 1 3 9 は、図4 に示す線分 2 0 4 のように、非線形のバネ

特性を有するバネである。第 2 スプリング 1 3 9 は、図4 の線分 2 0 4 に示

すように、ス トロークが一定以上となると、荷重に対するス トローク量が小

さくなる。つまり、第 2 スプリング 1 3 9 は、一定距離以上縮むと、それ以

上は縮みにくくなる。ここで、本実施形態において、第 2 スプリング 1 3 9

の縮み量は、第 2 シリンダ 1 2 6 に対する第 2 ピス トン 1 2 4 の移動量、つ

まり、第 2 シリンダ 1 2 6 と第 2 ピス トン 1 2 4 との相対的な移動量となる

[0046] したがって、マスタシリンダ2 3 は、入力ピス トン 1 1 3 から外力が加わ

り、第 1 ピス トン 1 2 0 と、加圧ピス トン 1 1 5 と、第 2 ピス トン 1 2 4 と

が相対的に移動 し、第 1室 と第 2 室 R 2の体積が減少 し、第 2 室 R 2の体積

が一定体積以下となったら、第 2 スプリング 1 3 9 が縮みにくくなる。この

ように、第 2 スプリング 1 3 9 が縮みにくくなると、入力される力に対する

第 2 室 R 2の体積の減少量が少なくなる。これにより、相対的に、第 2 室 R 2

の体積の減少量が第 1室 R ，の体積の減少量よりも少なくなるため、第 2 室 R

2から排出される油圧が第 1室 R ，から排出される油圧よりも低 くなる。

[0047] 以上より、本実施形態の車両 1 0 は、図 5 に示す液圧を供給する。ここで

、図 5 は、第 1室液圧と第 2 室液圧との関係の一例を示すグラフである。な

お、図 5 に示すグラフは、横軸を第 1室の液圧 （油圧）[ M P a ] とし、縦軸

を第 2 室の液圧 （油圧）[ M P a ] とした。ここで、図 5 に示す領域 2 1 0 は

、プレーキペダルの踏み込み量が少ない、つまり、マスタシリンダ2 3 の入

力ピス トン 1 1 3 から係る外力が小さい領域であり、領域 2 2 は、プレー

キペダルの踏み込み量が多い、つまり、マスタシリンダ2 3 の入力ピス トン

1 3 から係る外力が大きい領域である。領域 2 0 では、第 1室液圧、第



2 室液圧が共に低圧となり、領域 2 1 2 では、第 1室液圧、第 2 室液圧が共

に領域 2 0 よりも高圧となる。また、図 5 に示す太線 2 4 は、実際にプ

レーキペダル 2 を踏みこみその後、開放 した場合の圧力変化の一例を示 し

ている。また、図 5 に示す点線 2 1 6 は、第 1室液圧と第 2 室液圧とが 1対

1 で変化する関係を示す線であり、直線 2 1 8 は、第 1室液圧の変化率が第

2 室液圧の変化率よりも一定割合高い関係を示す線である。

[0048] マスタシリンダ2 3 は、プレ一キペダル 2 の踏みこみが少ない状態では

、図 5 の領域 2 0 に太線 2 4 で示すように、第 1室液圧と、第 2 室液圧

とは、点線 2 1 6 で示す 1対 1 に近い値となる。その後、マスタシリンダ2

3 は、プレ一キペダル 2 の踏みこみが大きくなり、一定以上の踏み込み量

、つまり、第 2 スプリング 1 3 9 のス トローク量 （縮み量）が一定以上とな

ると、第 2 スプリング 1 3 9 が第 1 スプリング 1 3 8 に対 して、受ける力に

対する縮み量が少なくなる。このため、マスタシリンダ2 3 は、プレーキぺ

ダル 2 の踏みこみが一定以上となると、図 5 の領域 2 2 に太線 2 4 で

示すように、第 2 室液圧よりも第 1室液圧の方が大きくなる。つまり、第 2

室液圧の変化率よりも第 1室液圧の変化率の方が大きくなる。これにより、

領域 2 2 での第 1室液圧と第 2 室液圧との比の差は、領域 2 0 での第 1

室液圧と第 2 室液圧との比の差よりも大きくなり、点線 2 1 6 よりも直線 2

8 に近い関係となる。なお、本実施形態では、第 1室の圧力の方が第 2 室

の圧力よりも高くなる。

[0049] 制動装置 2 0 及びそれを有する車両 1 0 は、図 5 に示すように、ブレーキ

ペダル 2 の踏み込み量が一定以上 （つまり、入力ピス トン 1 1 3 の移動量

が一定以上、すなわち、制動力が一定以上）となると、第 2 室 R 2よりも第 1

室 R ，の方がより高い液圧を供給する設定となっている。より具体的には、踏

み込み量が一定以上となると、第 1室液圧と第 2 室液圧との比の差が、踏み

込み量が一定未満の場合の第 1室液圧と第 2 室液圧との比の差よりも大きく

なる。

[0050] 次に、図 6 は、第 1室液圧と第 2 室液圧との関係の他の例を示すグラフで



ある。なお、図 6 に示すグラフも、横軸 を第 1 室の液圧 （油圧） [ M P a ] と

し、縦軸 を第 2 室の液圧 （油圧） [ M P a ] と した。図 6 に示すグラフは、第

2 スプ リングと して、パネ特性が図 4 に示す線分 2 0 2 の関係 を満たすパネ

を用いた場合の例である。つまり、図 6 に示すグラフは、入力に対 して、第

2 室 R 2 で発生する液圧 よ りも第 1 室 R ，で発生する液圧の方がよ り高い液圧

とな り、かつ、第 1 室 の液圧 と第 2 室 R 2の液圧 との比が一定 となる設定

の場合 に、第 1 室 と第 2 室 R 2 とで発生する液圧、つまり第 1 油圧配管 2

4 と第 2 油圧配管 2 6 に吐出される油圧の関係 を示すグラフである。 また、

太線 2 2 0 も、実際にブ レーキペ ダル 2 1 を踏み こみその後、開放 した場合

の圧力変化の一例 を示 している。 また、図 6 に示す点線 2 1 6 は、第 1 室液

圧 と第 2 室液圧 とが 1 対 1 で変化する関係 を示す線であ り、直線 2 1 8 は、

第 1 室液圧の変化率が第 2 室液圧の変化率 よ りも一定割合高い関係 を示す線

である。なお太線 2 2 0 は、直線 2 1 8 の関係 を中心 と して、つまり直線 2

1 8 の比 を基準 と して第 1 室 R ，の液圧 と第 2 室 R 2の液圧 との関係が変化す

る。図 6 に示すように、第 1 スプ リングのバネ特性が図 4 に示す線分 2 0 2

に示すような線形の場合は、第 2 室 R 2 よ りも第 1 室 の方がよ り高い液圧

を供給することがで きる。

[0051 ] 制動装置 2 0 及びそれを有する車両 1 0 は、図 5 及び図 6 に示すように、

マスタシ リンダ 2 3 で油圧 を発生させることで、制動力 F X r f と制動力 F

X I r とを、制動力 F x I f と制動力 F x r r よ りも相対的に大 きくするこ

とがで きる。 これによ り、 （F x r f + F x r r ) X L w r の成分 をよ り大

きくし、 （F x l f + F x l r ) X L w l の成分 をよ り小さ くすることがで

きるため、発生する回転 モーメン トM z を小さ くすることがで きる。 また、

( F x r f + F x r r ) X L w r = ( F x l f + F x l r ) X L w l となる

液圧差 にすることで、回転 モーメン トM z をよ り小さ く、理想的には 0 にす

ることがで きる。

[0052] このように、制動装置 2 0 及びそれを有する車両 1 0 は、第 1 室 R ，と第 2

室 R 2 で発生させる液圧 に差 をつけることで、制動時に発生する回転 モ一メン



卜M z を小さくすることができ、制動時に車両 1 0 が偏向することを抑制す

ることができる。また、車両 1 0 及び制動装置 2 0 は、機械的な構造 （つま

り、基準の設定、初期設定として）で発生させる制動力に差を発生させてい

る。このため、センサ等を用いて制動力を調整する場合では、制御すること

ができない時間帯、つまり、制動初期 （制動開始時に演算開始 してから制動

力の制御を開始するまでの間）も、回転モーメン トM z を小さくすることが

できる。特に、軽い車両やホイールベースが短い車両の場合は、制動時の偏

向が発生 しやすくなるが、本実施形態のように、制動力に差を発生させるこ

とで、制動安定性を高くすることができる。

[0053] さらに、本実施形態の制動装置 2 0 及びそれを有する車両 1 0 は、第 2 ス

プリング 1 3 9 が、図4 の線分 2 0 4 に示す特性を有 し、プレ一キペダルの

踏み込み量に対 して、図 5 の太線 2 4 に示す関係で第 1室液圧、第 2 室液

圧を発生させ、各油圧制動部に油圧を供給する。これにより、プレーキぺダ

ルの踏み込み量が小さいとき、つまり、制動力が小さい場合は、第 1室液圧

と第 2 室液圧との差 （比の差）を小さくし、制動力が大きい場合は、第 1室

液圧と第 2 室液圧との差 （比の差）を大きくすることができる。

[0054] ここで、図 7 は、制動装置の使用頻度と制動力との関係の一例を示すダラ

フである。なお、図 7 に示すグラフは、横軸を制動力 （制動G ) とし、縦軸

を頻度とした。制動装置 2 0 は、図 7 に示すように、制動力が小さい制動動

作、つまり、図 5 に示す領域 2 1 0 の範囲の液圧を発生させる制動動作は、

頻繁に行う。また、制動装置 2 0 は、制動力が大きい制動動作、つまり、図

5 に示す領域 2 1 2 の範囲の液圧を発生させる制動動作は、一定の回数 しか

行われない。ここで、制動力が小さい制動動作は、スムーズな停止動作や、

安定 した走行時に予期 した状態で行われる停止、減速動作であることが多い

。これに対 して、制動力が大きい制動動作は、急ブレーキ等の緊急時の動作

であることが多い。このように、緊急時の動作であることが多く、急減速が

伴うため、車両の挙動をより安定 して制御する必要がある。このため、制動

力が大きい制動動作は、制動安定性に対する影響が大きい制動安定性影響域



2 3 0 となる。

[0055] また、制動力が小さい制動動作は、使用される回数が大きいため、制動装

置、主にタイヤ、ブレーキパッド等の磨耗に対する影響が大きい。このため

、制動力が小さい制動動作は、磨耗に対する影響が大きい磨耗影響域となる

。なお、制動力が大きい制動動作は、使用される回数が少ないため、磨耗に

対する影響は小さい。

[0056] これにより、本実施形態の制動装置 2 0 及びそれを有する車両 1 0 は、第

2 スプリング 1 3 9 のパネ特性を非線形とし、磨耗影響域 2 3 2 、つまり図

5 の領域 2 0 では、第 1室液圧と第 2 室液圧との比を 1対 1 に近い状態と

することで、制動装置の左右の対応する部品が不均一に磨耗することを抑制

することができる。つまり、左右の対応する部品うち一方の部品のみが大き

く磨耗する偏磨耗の発生を抑制することができる。また、本実施形態の制動

装置 2 0 及びそれを有する車両 1 0 は、制動安定性影響域、つまり、領域 2

1 2 では、第 1室液圧と第 2 室液圧との差 （比の差）を大きくすることで、

大きな制動力が発生させる場合に、左右で適切な制動力の差を発生させるこ

とができ、上述 したように、制動時に発生する回転モーメントを小さくする

ことができる。これにより、制動動作を安定させることができる。

[0057] 以上より、本実施形態の制動装置 2 0 及びそれを有する車両 1 0 は、制動

力が大きく、高い制動安定性が必要な状態では、制動安定性を高くすること

ができ、かつ、偏磨耗の発生も抑制することができる。つまり、制動安定性

と偏磨耗の発生の抑制 （装置耐久性の向上）を使用状態に合わせて、適正な

バランスで実現することができる。

[0058] ここで、上記実施形態では、第 2 スプリングを非線形パネとすることで、

磨耗影響域 2 3 と制動安定性影響域 2 3 0 とで、第 1室液圧と第 2 室液圧

との比の差が変化する設定としたが、本発明はこれに限定されない。制動装

置は、磨耗影響域 2 3 2 と制動安定性影響域 2 3 0 とで、第 1室液圧と第 2

室液圧との比の差が変化する、つまり、一方の制動部と他方の制動部で発生

させる制動力の比の差が変化する、種々の構成を用いることができる。以下



、図 8 か ら図 1 0 を用いて、制動装置に用いるマスタシ リンダの他の例 を説

明する。図 8 か ら図 1 0 は、それぞれ制動装置のマスタシ リンダの概略構成

の他の例 を示す模式図である。 また、図 8 か ら図 1 0 に示すマスタシ リンダ

は、第 2 スプ リングを非線形パネとすることに代わる構成 を加えた点を除い

て他の構成は、図 2 に示すマスタシ リンダと同様の構成である。 したがって

、以下では、各図のマスタシ リンダに特有の構成 について説明する。なお、

図 8 か ら図 1 0 に示すマスタシ リンダの、第 2 スプ リング 1 3 9 は、いずれ

も線形パネである。

[0059] 図 8 に示すマスタシ リンダ 3 0 2 は、第 2 シ リンダ 1 2 6 の内部 に第 3 ス

プ リング 3 0 を有する。第 3 スプ リング 3 0 は、ホロ一スプ リングであ

り、第 2 シ リンダ 1 2 6 の内部 に、第 2 シ リンダ 1 2 6 に沿 って配置されて

いる。 また、第 3 スプ リング 3 1 0 は、第 2 シ リンダ 1 2 6 と軸方向の長さ

よりも短い部材であ り、一方の端部が第 2 ピス トン 1 2 4 側 に配置され、他

方の端部が、シ リンダ 1 1 2 の入力 ピス トン 1 1 3 側 とは反対側の端部側 に

配置されている。

[0060] マスタシ リンダ 3 0 2 は、入力 ピス トン 1 1 3 か ら外力が作用されると、

つまりブレーキペダル 2 が踏み込 まれると、第 1 ピス トン 1 2 0 と第 1 シ

リンダ 1 2 2 とが相対的に移動する。以下、第 2 室 R 2の体積が最大の状態か

ら小さ くなる方向に移動する場合 と して説明する。第 3 スプ リング 3 0 は

、第 2 室 R 2の体積が減少 しても第 2 室 R 2の体積が一定体積 となるまで、第

2 ピス トン 1 2 4 の移動方向に力を作用させない状態で、第 2 シ リンダ 1 2

6 内の第 2 ピス トン 1 2 4 とシ リンダ 1 1 2 との間に配置されている。なお

、マスタシ リンダ 3 0 2 は、第 2 室 R 2の体積 を減少させると共に、第 1 室 R

，の体積 も減少させる。 これにより、上述 したように所定の液圧を排出する。

[0061 ] その後、マスタシ リンダ 3 0 2 は、第 2 室 R 2の体積が一定体積以下 となる

と、第 3 スプ リング 3 1 0 が、両端がそれぞれ第 2 ピス トン 1 2 4 とシ リン

ダ 1 1 2 とに接触する。その後、 さらに入力 ピス トン 1 1 3 か ら外力が作用

されると、つまりブレーキペダル 2 1 が踏み込 まれると、第 3 スプ リング 3



0 は、徐々に縮む。なお、この時、第 3 スプリング3 0 は、第 2 ピス ト

ン 1 2 4 と第 2 シリンダ 1 2 6 との相対的な移動に対する抵抗となる。これ

により、マスタシリンダ3 0 2 は、第 2 室 R 2の体積が一定体積以下となると

、第 2 室 R 2の体積の減少量に対 して、第 1室 の体積の減少量を多くする

ことができる。

[0062] このように、マスタシリンダ3 0 2 のように、第 3 スプリング3 1 0 を設

けることでも、つまり、パネを多段で設ける構成とすることでも、上述と同

様に、ブレーキペダル 2 1 の踏み込み量が一定以上となったら、つまり、制

動力が一定以上となったら、液圧の比の差をより大きくすることができる。

つまり、制動力の差を大きくすることができる。

[0063] 図 9 に示すマスタシリンダ3 2 0 は、第 2 シリンダ3 2 6 が、内面のシリ

ンダ 1 1 2 側 （第 2 ピス トン 1 2 4 側とは反対側）の領域 3 2 4 の面粗さ （

面粗度）を、入力ピス トン 1 1 3 (第 1 ピス トン 1 2 0 ) 側の領域の面粗さ

よりも粗い構成となっている。

[0064] マスタシリンダ3 2 0 は、入力ピス トン 1 1 3 から外力が作用されると、

つまりブレーキペダル 2 1 が踏み込まれると、第 2 ピス トン 1 2 4 と第 2 シ

リンダ3 2 6 とが相対的に移動する。以下、第 1室 の体積が最大の状態か

ら小さくなる方向に移動する場合として説明する。マスタシリンダ3 2 0 は

、入力ピス トン 1 1 3 から外力が作用されると、つまりブレーキペダルが踏

み込まれると、第 2 ピス トン 1 2 4 と第 2 シリンダ3 2 6 とが摺動 しながら

、相対的に移動 し、第 2 室 R 2の体積が減少する。なお、マスタシリンダ3 2

0 は、第 2 室 R 2の体積を減少させると共に、第 1室 R ，の体積も減少させる

。これにより、上述 したように所定の液圧を排出する。

[0065] その後、マスタシリンダ3 2 0 は、第 2 室 R 2の体積が一定体積以下となる

と、第 2 ピス トン 1 2 4 の先端が、第 2 シリンダ3 2 6 の領域 3 2 4 と接触

する。その後、さらに入力ピス トン 1 1 3 から外力が作用されると、つまり

ブレーキペダル 2 が踏み込まれると、第 2 ピス トン 1 2 4 の先端が、第 2

シリンダ3 2 6 の領域 3 2 4 と接触 しながら、移動する。この時、領域 3 2



4 は、他の領域よりも面粗さが粗いため、第 2 ピス トン 1 2 4 と第 2 シリン

ダ3 2 6 との相対的な移動に対する抵抗となる。これにより、マスタシリン

ダ3 2 0 は、第 2 室 R 2の体積が一定体積以下となると、第 2 室 R 2の体積の

減少量に対 して、第 1室 の体積の減少量を多くすることができる。

[0066] このように、マスタシリンダ3 2 0 のように、第 2 シリンダ3 2 6 の第 2

ピス トン 1 2 4 との接触面の面粗さを領域毎に変えることでも、上述と同様

に、ブレーキペダルの踏み込み量が一定以上となったら、つまり、制動力が

—定以上となったら、液圧の比の差をより大きくすることができる。つまり

、制動力の差を大きくすることができる。

[0067] 図 1 0 に示すマスタシリンダ3 4 0 は、第 2 シリンダ3 4 2 が、シリンダ

1 側に、入力ピス トン 1 1 3 (第 2 ピス トン 1 2 4 ) 側よりも径が短 く

なる突起 3 4 4 を設ける構成となっている。なお、突起 3 4 4 は、変形可能

な形状であり、第 2 ピス トン 1 2 4 の通過の抵抗となるが、第 2 ピス トン 1

2 4 を移動不可能にはしない。つまり、第 2 ピス トン 1 2 4 は、突起 3 4 4

と接触 しつつ、第 2 シリンダ3 4 2 に対 してシリンダ 1 1 2 側に移動するこ

とができる。

[0068] マスタシリンダ3 4 0 は、入力ピス トン 1 1 3 から外力が作用されると、

つまりブレーキペダル 2 1 が踏み込まれると、第 2 ピス トン 1 2 4 と第 2 シ

リンダ3 4 2 とが相対的に移動する。以下、第 2 室 R 2の体積が最大の状態か

ら小さくなる方向に移動する場合として説明する。マスタシリンダ3 4 0 は

、入力ピス トン 1 1 3 から外力が作用されると、つまりブレーキペダル 2 1

が踏み込まれると、第 2 ピス トン 1 2 4 と第 2 シリンダ3 4 2 とが摺動 しな

がら、相対的に移動 し、第 2 室 R 2の体積が減少する。なお、マスタシリンダ

3 4 0 は、第 2 室 R 2の体積を減少させると共に、第 1室 R ，の体積も減少さ

せる。これにより、上述 したように所定の液圧を排出する。

[0069] その後、マスタシリンダ3 4 0 は、第 2 室 R 2の体積が一定体積以下となる

と、第 2 ピス トン 1 2 4 の先端が、第 2 シリンダ3 4 2 の突起 3 4 4 と接触

する。その後、さらに入力ピス トン 1 1 3 から外力が作用されると、つまり



プレ一キペダルが踏み込 まれると、第 2 ピス トン 1 2 4 の先端が、第 2 シ リ

ンダ 3 4 2 の突起 3 4 4 と接触 しなが ら、移動する。 この時、突起 3 4 4 は

、他の領域 よりも第 2 シ リンダ 3 4 2 の径 を小さ くしているため、第 2 ビス

トン 1 2 4 と第 2 シ リンダ 3 4 2 との相対的な移動に対する抵抗 となる。 こ

れにより、マスタシ リンダ 3 4 0 は、第 2 室 R 2の体積が一定体積以下 となる

と、第 2 室 R 2の体積の減少量に対 して、第 1 室 の体積の減少量を多 くす

ることができる。

[0070] このように、マスタシ リンダ 3 4 0 のように、第 2 シ リンダ 3 4 2 の第 2

ピス トン 1 2 4 との接触面に突起部 を設けることでも、上述 と同様 に、 プレ

—キペダル 2 1 の踏み込み量が一定以上 となった ら、つまり、制動力が一定

以上 となった ら、液圧の比の差 をより大 きくすることができる。つまり、制

動力の差 を大 きくすることができる。なお、突起部の形状は特 に限定されな

し、。 また形状 も特 に限定されない。

[0071 ] なお、上記実施形態では、車両を構成する4 つの車輪の制動力か ら回転モ

—メン 卜M z を算出 し、 ドライバが乗車 している場合に発生する回転モ一メ

ン 卜M z を抑制する液圧差 を算出 したが、制動力がより大 きくなる前輪のみ

で回転モーメン トM z を抑制する液圧差 を算出 してもよい。つまり、式、 M

z = r X I f X L w I — F x r f X L w r を用し、て、 x I f X L w I = F

x r f X L w r となる、制動力の関係 を算出 し、その関係 に基づいて液圧差

を設定 してもよい。

[0072] また、制動装置は、磨耗影響域 （制動力、液圧が低い領域）では、第 1 室

と第 2 室の液圧差が発生 しない、つまり、第 1 室液圧 と第 2 室液圧 との関係

が 1 対 1 となる設定 とすることが好ま しい。 このように、磨耗影響域では、

第 1 室液圧 と第 2 室液圧 との関係 を 1 対 1 とすることで、偏磨耗の発生をよ

り確実に抑制することができる。

[0073] また、制動装置は、上記実施形態のように、入力 ピス トン側の液圧室 （本

実施形態では第 1 室 R ，）をより高い液圧を発生させる液圧室 とすることが好

ま しい。つまり、 より高い液圧を発生させる必要がある液圧室を、入力 ビス



トンに近い側に配置することが好ましい。これにより、構造上、液圧が高く

なりやすい側の液圧室を、より高い液圧を発生させる液圧室とすることがで

きるため、より簡単な構成で、該当する液圧室で高い液圧を発生させること

ができる。なお、より高い液圧を発生させる液圧室は、基本的に、車両の前

輪のうち、重心に近い側のタイャに制動力を作用させる液圧を供給する液圧

室である。なお、上述したような効果を得ることができるため、液圧を供給

する液圧室とタイヤ （油圧制動部）との関係は、本実施形態のようにするこ

とが好ましいが、逆にしてもよい。

[0074] また、制動装置は、上記実施形態のように、液圧が相対的により低くなる

液圧室に、液圧室の体積が減少しにくくなる構成 （非線形パネ、多段パネ、

抵抗）を設けることが好ましい。これにより、簡単な構成で液圧を変化させ

ることができる。なお、本実施形態はこれに限定されず、液圧が相対的に高

くなる液圧室に液圧室の体積が減少しゃすくなる。つまり、ピストンの移動

の抵抗が小さくなる構成としてもよい。例えば、ピストンが移動したら、摺

動抵抗が小さくなるような構成としてもよい。

[0075] また、制動装置は、第 1室と第 2 室の液圧差、つまり制動力差が常に発生

する設定とし、かつ、制動力が一定以上となったら、第 1室と第 2 室の液圧

差がより大きく、つまり、第 1室液圧と第 2 室液圧との比の差がより大きく

なるようにしてもよい。このように、常に液圧差が発生する設定とした場合

は、磨耗影響域での制動安定性を高くすることができる。なお、この場合も

液圧差 （または液圧の比の差）を小さくすることで、偏磨耗の発生を抑制す

ることができる。

[0076] なお、第 1室と第 2 室の液圧差を常に発生させる場合、液圧差 （つまり制

動力差）は、第 1スプリング 1 3 8 のスプリング荷重をG い 第 2 スプリング

1 3 9 のスプリング荷重をG 2、加圧ピストン 1 1 5 とシリンダ 1 1 2 との摺

動抵抗をN 2、第 1シリンダ 1 2 2 と第 2 シリンダ 1 2 6 の面積をA としたら

、液圧差 （（第 1室の液圧）一 (第 2 室の液圧））= G - G + N ) / A

で算出することができる。つまり、液圧差は、第 1スプリング 1 3 8 、第 2



スプリング 1 3 9 のスプリング荷重と、加圧ピス トン 1 1 5 とシリンダ 1 1

との摺動抵抗とにより調整することができる。

[0077] また、上記実施形態では、第 1 シリンダ 1 2 2 の開口面積 A ，と、第 2 シリ

ンダ 1 2 6 の開口面積 A 2 とを同一面積としたが、 2 つの開口面積によっても

、液圧差を調整することができる。なお、マスタシリンダ2 3 の第 1室 R ，で

発生させる液圧と、第 2 室 R 2で発生させる液圧を異なる液圧とする方法は、

これにも種々の方法を用いることができる。

[0078] また、上記実施形態では、制御が しゃすく、車両バランスへの影響を少な

くできるため、マスタシリンダから供給する液圧差、油圧の差で制動力差を

設けることが好ましいが、制動力差を常に発生させる設定は、これに限定さ

れない。制動力差は、制動力に影響がある各種条件を左右 （走行方向に直交

する方向において、重心から近い方と、遠い方）で異なる設定とすることで

、発生させることができる。具体的には、ブレーキパッドの受圧面積、口一

タ径、摩擦係数、タイヤ径を左右で異なる値とすることで、制動力差を発生

させることができる。なお、タイヤ径は、異なるタイヤ径とすると、走行性

が低下するため、タイヤ径以外の対象を調整することが好ましい。

[0079] ここで、上記実施形態では、運転手 （ドライバ）のみが車両に乗車 してい

る状態、つまり、 1名のみが車両に乗車 している状態を想定 して、第 1室と

第 2 室とで発生させる液圧差、つまり、車両の右側のタイヤで発生させる制

動力と、車両の左側のタイヤで発生させる制動力との差 （「制動力差」とも

いう。）を決定 したが、制動力差は、種々の重心位置を想定 して算出するこ

とが好ましい。このように、種々の重心位置、つまり種々の使用状態を想定

して、制動力差を設定することで、いずれの使用状態でも、発生する回転モ

—メン 卜M z を小さくすることができる。ここで、種々の重心位置を想定 し

て制動力差を算出する場合は、発生する回転モーメン トM z が設定された範

囲内となるように制動力差を設定することが好ましい。これにより、いずれ

の場合でも制動時に発生する回転モーメン トM z を一定範囲内 （略同 じ）と

することができる。これにより使用状態によらず、同様の条件で走行を行う



ことができる。

[0080] また、車両 1 0 は、 1 名乗車の場合 と 2 名乗車 との場合で、回転モ一メン

卜M z が略同 じ （または同一） となる制動力差 に設定することが好ま しい。

このように、 1 名乗車 と 2 名乗車 との場合を加味することで、車両の右側 と

左側 とで、乗車人数が同 じ場合 と、一名違 う場合 とを想定することができる

。 これにより、 3 名乗車、 4 名乗車の場合も重心バランスは略同 じとな り、

回転モ一メン 卜M z が大 きく発生する使用状態の発生を抑制することができ

る。

産業上の利用可能性

[0081 ] 以上のように、本発明にかかる制動装置及び車両は、走行中の車両を減速

させるのに有用である。

符号の説明

[0082] 0 車両

車体

2 0 制動装置

2 3 マスタシ リンダ

2 4 第 1 油圧配管

2 6 第 2 油圧配管

2 8 l f 、 2 8 r f 、 2 8 , 2 8 油圧制動部



請求の範囲

車体 に回転 自在 に配置 された第 1 タイヤ と第 2 タイヤに制動力を付

与する駆動装置であ って、

液圧 を供給する第 1 液圧室 と第 2 液圧室 とを備 えたマスタシ リンダ

と、

前記第 1 液圧室 と前記第 2 液圧室 とに外力を付与する ピス トンと、

前記第 1 液圧室か ら供給 された液圧 に基づいて第 1 タイヤに制動力

を作用させる第 1 油圧制動部 と、

前記第 2 液圧室か ら供給 された液圧 に基づいて第 2 タイヤに制動力

を作用させる第 2 油圧制動部 と、 を有 し、

前記マスタシ リンダは、前記 ビス トンのス 卜ローク量が大 きくなる

と、前記第 1 液圧室の圧力 と前記第 2 液圧室の圧力 との比の差が、前

記 ピス トンのス 卜ローク量が小さい場合の圧力の比の差 よ りも大 きく

なることを特徴 とする制動装置。

前記マスタシ リンダは、前記 ビス トンのス 卜ローク量が設定された

値 よ りも小さい状態では、前記第 1 液圧室の圧力 と前記第 2 液圧室の

圧力が同 じ圧力 となることを特徴 とする請求項 1 に記載の制動装置。

前記マスタシ リンダは、前記 ピス トンか ら外力が付与 されると、前

記第 1 液圧室の圧力 と前記第 2 液圧室 との圧力が異なる圧力 となるこ

とを特徴 とする請求項 1 に記載の制動装置。

前記マスタシ リンダは、前記第 1 液圧室及び前記第 2 液圧室の少な

くとも一方 に、非線形のパネ特性 を備 える リター ンスプ リング、 また

は、多段パネを有することを特徴 とする請求項 1 か ら3 のいずれか 1

項 に記載の制動装置。

前記マスタシ リンダは、前記 ビス トンの移動 に対 して前記第 1 液圧

室内で発生する摺動抵抗 と、前記 ピス トンの移動 に対 して前記第 2 液

圧室内で発生する摺動抵抗 とが、前記 ピス トンの ス トローク量 によつ

て変化することを特徴 とする請求項 2 か ら4 のいずれか 1 項 に記載の



制動装置。

前記マスタシ リンダは、前記第 1 液圧室が前記第 2 液圧室 よ りも前

記 ビス 卜ンか ら外力の入力側の端部 によ り近い側 に配置 され、

前記第 2 液圧室は、前記 ピス トンの ス トロー ク量が大 きくなると、

液圧室の体積が減少 しに くくなる抵抗要素が設 け られていることを特

徴 とする請求項 1 か ら 5 のいずれか 1 項 に記載の制動装置。

車体 と、

前記車体 に制動力を作用させる制動装置 と、 を有 し、

前記制動装置は、運転手が乗車 した状態で、前記車体の進行方向に

直交する方向において、重心 に近い側の制動力が、重心 に遠い側の制

動力よ りも大 きくなる設定であ り、

前記制動装置は、前記制動力が大 きくなると、重心 に近い側の制動

力 と重心 に遠い側の制動力 との比の差が、前記制動力が小さい場合の

重心 に近い側の制動力 と重心 に遠い側の制動力 との比の差 よ りも大 き

くなることを特徴 とする車両。

前記車体の重心 に近い側 に回転 自在 に配置 された第 1 タイヤ と、前

記車体の重心 に遠い側 に回転 自在 に配置 された第 2 タイヤ とをさ らに

有 し、

前記制動装置は、液圧 を供給する第 1 液圧室 と第 2 液圧室 とを備 え

たマスタシ リンダと、

前記第 1 液圧室か ら供給 された液圧 に基づいて第 1 タイヤに制動力

を作用させる第 1 油圧制動部 と、

前記第 2 液圧室か ら供給 された液圧 に基づいて第 2 タイヤに制動力

を作用させる第 2 油圧制動部 と、 を有 し、

前記制動力が大 きくなると、前記第 1 液圧室の圧力が前記第 2 液圧

室の圧力よ りも高 くなるように構成 されていることを特徴 とする請求

項 7 に記載の車両。

前記マスタシ リンダは、前記第 1 液圧室 を構成する第 1 ピス トン及



び第 1 シ リンダと、前記第 1 ピス トンを支持する第 1 スプ リングと、

前記第 2 液圧室 を構成する第 2 ピス トン及び第 2 シ リンダと、前記第

ピス トンを支持する第 2 スプ リングとを有 し、

前記第 1 スプ リング及び前記第 2 スプ リングの少な くとも一方が非

線形のパネ特性 を有 し、前記制動力が大 きくなると、前記第 2 スプ リ

ングが前記第 1 スプ リングょ りもパネ定数が大 きくなることを特徴 と

する請求項 8 に記載の車両。

[ 請求項 10] 前記第 1 タイヤ及び前記第 2 タイヤは、前記車体の進行方向におい

て、前方 にあることを特徴 とする請求項 8 または 9 に記載の車両。
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国際調査報告 国際出願番 号 P C T J P 2 0 1 1 / 0 6 4 9 5 3

A . 発 明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. B60T1 1/20 (2006. 01) i

B . 調査 を行 った分野
調査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. B60T1 1/20

最小限資料以外の資料 で調査 を行 った分野に含 まれ るもの

日本 国実用新案公報 1 9 2 2 — 1 9 9 6 年
日本 国公 開実用新案公報 1 9 7 1 — 2 0 1 1 年
日本 国実用新案登録公報 1 9 9 6 — 2 0 1 1 年
日本 国登録実用新案公報 1 9 9 4 2 0 1 1 年

国際調査で使用 した電子デー タベ ー ス （デー タベ ー ス の名称 、調査 に使用 した用語）

C . 関連す ると認 め られ る文献
引用文献の 関連す る
カテ ゴ リ一 水 引用文献名 及び一部 の箇所 が関連す る ときは、そ の 関連す る箇所 の表示 請求項 の番号

X 日本 国実用新案登録 出願 52-1 10202 号 （日本 国実用新案登録 出願公 開 1 - 2 , 6

53-30092 号）の願 書 に添付 した明細書及 び 図面 の内容 を撮影 したマ
イ ク 口 フ ィ ル ム （自動 車機器株 式会社） 1978. 03. 15，第 1 2 図，

全 文 （フ ア ミ リー な し）

A JP 2008-37259 A ( トヨタ 自動 車株 式会社） 2008. 02. 2 1，段 落 【0 0 1 - 1 0

4 6 】 （フ ァ ミ リー な し）
A JP 63-64862 A ( トヨタ 自動 車株 式会社） 1988. 03. 23，公 報 第 2 ぺ ー 1 - 1 0

ジ右 上欄 第 6 1 8 行 （フ ア ミ リー な し）

c 欄 の続 きに も文献が列挙 されてい る。 パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 のカテ ゴ リー の 日の後 に公表 された文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水準 を示す 「τ 」国際出願 日又 は優先 日後 に公表 され た文献 であって

もの 出願 と矛盾す るものではな く、発 明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前 の出願 または特許 であ るが、国際出願 日 の理解 のために引用す るもの

以後 に公表 され た もの r x 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発行 の新規性又 は進歩性 がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るた めに引用す ΓΥ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示、使用、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え られ るもの

「Ρ 」国際出願 日前 で、かつ優先権の主張の基礎 とな る出願 Γ& 」同一パ テ ン トファミリー文献

国際調査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
2 0 . 0 9 . 2 0 1 1 0 4 . 1 0 . 2 0 1

国際調査機 関の名称及 びあて先 特許庁審査官 （権限のあ る職員） 3W 3 6 3 1

日本 国特許庁 （I S A J Ρ )
河 内 誠

郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東京都千代 田区霞が関三丁 目4 番 3 号 電話番号 0 3 — 3 5 8 1 — 1 1 0 1 内線 3 3 6 8

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ページ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 1 / 0 6 4 9 5 3

第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができないときの意見 （第 1ページの 2 の続き）

法第8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規定により、この国際調査報告は次の理由により請求の範囲の一部について作
成 しなかった。

1 . Γ" 請求項 は、この国際調査機関が調査をするこ とを要 しない対象に係 るものであ る。

つまり、

請求項 は、有意義な国際調査をすることができる程度まで所定の要件を満
ない国際出願の部分に係 るものである。つまり、

3 . 請求項 は、従属請求の範囲であってP C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載されていない。

第 欄 —発明の単一性が欠如 しているときの意見 （第 1 ページの 3 の続き）

次に述べるようにこの国際出願に二以上の発明があるとこの国際調査機関は認めた。
文献 1 ( 日本国実用新案登録出願 52-1 10202 号 （日本国実用新案登録出願公開53-30092 号）の

願書に添付 した明細書及び図面の内容を撮影 したマ イ ク ロ フ ィル ム ）には、マ ス タ シ リンダが、
ビス トンのス トローク量が大きくなると、第 1 液圧室の圧力 と第 2 液圧室の圧力 との比の差
力、ビス トンのス トローク量が小 さい場合の圧力の比の差よりも大きくなる制動装置の発明が
記載 されている。したがって、請求項 1 に係 る発明は、文献 1 に記載 された発明に対 して新規
性が認められず、特別な技術的特徴を有 しない。よって、請求の範囲には、以下の特別な技術
的特徴を有する主発明とそれ以外の発明とがある。なお、特別な技術的特徴を有 しない請求項
1 - 2 , 6 に係 る発明は、主発明に区分する。
(主発明）請求項 1 2 , 6 に係 る発明及び請求項 4 5 , 7 — 1 0 に係 る発明の うち以下の

特別な技術的特徴を有する発明

出願人が必要な追加調査手数 期間内に納付 したので、 この国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 . P 追加調査手数料を要求 調査可能な請求項について調査することができたので、追加調
查手数料の納付を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料を一部のみしか期間内に納付 しなかったので、 この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料を期間内に納付 しなかったので、 この国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されている発明に係 る次の請求項について作成 した。

追加調査手数料の異議の申立てに関する注意
□ 追加調査手数料及び、該当する場合には、異議申立手数料の納付 と共に、出願人から異議申立てがあった。

追加調査手数料の納付 と共に出願人から異議申立てがあつたが、異議申立手数料が納付命令書に示 した期間
内に支払われなかった。
追加調査手数料の納付はあったが、異議申立てはなかった。

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 1 ページの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C P 2 0 6 4 9 5 3

第 ΙΠ欄 の続 き

車体 に回転 自在 に配置 された第 1 タイヤ と第 2 タイャに制動力 を付与す る駆動装置であつ
て、液圧 を供給す る第 1 液圧室 と第 2 液圧室 とを備 えたマ ス タ シ リンダ と、前記第 1 液圧室 と
前記第 2 液圧室 とに外力 を付与す る ピ ス トン と 、前記第 1 液圧室か ら供給 された液圧 に基づい
て第 1 タィャに制動力 を作用 させ る第 1 油圧制動部 と、前記第 2 液圧室か ら供給 された液圧 に
基づいて第 2 タィャに制動力 を作用 させ る第 2 油圧制動部 と、を有 し、前記 マ ス タシ リンダは、
前記 ビス トンのス トローク量が大 き くなると、前記第 1 液圧室の圧力 と前記第 2 液圧室の圧力
との比の差が、前記 ビス トンのス トローク量が小 さい場合 の圧力の比の差 よ りも大 き くな り、
前記マスタシ リンダは、前記 ビ ス トンのス トローク量が設定 された値 よ りも小 さい状態では、
前記第 1 液圧室の圧力 と前記第 2 液圧室の圧力が同 じ圧力 とな り、前記 マ ス タ シ リンダは、前
記第 1 液圧室及び前記第 2 液圧室の少 な くとも一方 に、非線形 のパネ特性 を備 える リター ン ス
プ リング、または、多段パネ を有す ることを特徴 とす る制動装置。

式 P C T I S A 2 1 0 (特別ページ） （2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

